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　計画（プランニング）は行政（アドミニストレーション）によって実現される。そして社会は無数の
計画と行政によって動いている。しかし、残念なことには、計画と行政との関係は十分に満足すべき
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無断転載を禁じる。本誌に掲載された記事の編集出版権は、全て日本計画
行政学会に帰属する。

計画行政　第 34巻第 3号（通巻 108 号）頒布価格　2500 円
2011 年 8 月 15 日発行

編集発行　日本計画行政学会
〒 105-0004　東京都港区新橋 1-18-16（日本生命ビル）
㈶統計研究会　気付
電話　（03）3591-8496　郵便振替　00120-3-66482

印　　刷　株式会社　東京プレス
〒 161-0033　東京都新宿区下落合 3-12-18 3F
電話　（03）5982-9291　FAX　（03）5982-9295

1．北海道支部事務局
〒 060-0807  札幌市北区北 7条西 1丁目 2-6
NSS・ニューステージ札幌ビル 16F
㈳北海道未来総合研究所内
TEL: 011-716-0011　FAX: 011-726-7533

2．東北支部事務局
〒 980-0021  仙台市青葉区中央 2-9-10
セントレ東北 9F
㈶東北活性化研究センター内
TEL: 022-225-1426　FAX: 022-225-0082

3．関東支部事務局
〒 105-0004  東京都港区新橋 1-18-16
日本生命新橋ビル 7F㈶統計研究会気付
TEL: 03-3591-8496　FAX: 03-3595-2220

4．中部支部事務局
〒 460-0008  名古屋市中区栄 2-10-19
名古屋商工会議所ビル 10F
㈶中部産業・地域活性化センター内
TEL: 052-221-6421　FAX: 052-231-2370

5．関西支部事務局
〒 540-0001  大阪市中央区城見 1-4-70
住友生命 OBPプラザビル 15F
㈱地域計画建築研究所内
TEL: 06-6942-5732　FAX: 06-6941-7478

6．中国支部事務局
〒 730-0053  広島市中区東千田町 1-1-89
広島大学大学院社会科学研究科
附属地域経済システム研究センター内
TEL: 082-542-6991　FAX: 082-249-4991

7．四国支部事務局
〒 760-8523  高松市幸町 2-1
香川大学大学院地域マネジメント研究科気付
TEL: 087-832-1955　FAX: 087-832-1955

8．九州支部事務局
〒 814-0180  福岡市城南区七隈 8-19-1
福岡大学経済学部内
TEL: 092-863-2234　FAX: 092-863-2234

日本計画行政学会支部・地方連絡先

◆研究論文募集について
　機関誌「計画行政」への研究論文の投稿を募集
しております。研究論文は、論文審査小委員会の
もとでレフェリー制度により審査され、採用され
たものは「研究論文」「研究ノート」または「資料」
として掲載されます。学会ホームページ（下記）
から申し込み下さい。

◆学会ホームページについて
　本学会のホームページがリニューアルされまし
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00　計画行政34-3表紙目次再校.indd   200　計画行政34-3表紙目次再校.indd   2 2011/07/21   14:40:532011/07/21   14:40:53




